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研究成果の概要（和文）：本研究は日本の空港の経済的規制のあり方を分析した。日本の航空旅客需要関数と空
港費用関数を測定し、シミュレーション分析を行った。分析の結果、国管理空港が赤字であるのは、非効率な経
営だけでなく政策的に誘導された低い航空系料金も原因の一つであった。もし民営化空港が利潤最大化した場
合、航空系料金は現在の約９倍に値上がりする可能性がある。空港間競争は航空系料金を低めるが、航空系と非
航空系が統合されても、航空系料金の低下は限定的である。非混雑空港の場合、航空系・非航空系を一括にした
規制の方が社会的に望ましい。空港間合併については、空港間が補完ではなく競合関係にある場合、社会にとっ
てより望ましくない。

研究成果の概要（英文）：This study explores whether aviation charge regulation is necessary at 
privatized airports. We employ a structural model of airline competition in the Japanese domestic 
air passenger market. We find that airports without integration set nine times higher than current 
aviation charge. When airports integrate the non-aviation sector, they tend to set lower aviation 
charges by 5.6-20.5 %. Consequently, non-aviation charges are lowered. Competition among airports 
also tends to lower aviation charges. Nonetheless, single-till regulation dominates dual-till 
regulation at non-congested airports, regarding welfare maximization. We find that aviation charges 
will remain high if airports maximize profits, whether they are integrated with highly profitable 
non-aviation companies and airport competition or not. Regarding mergers between airports, it is 
possible that the total surplus will be reduced if the airports are not complementary but competing.

研究分野： 交通経済

キーワード： 着陸料　空港間競争　非航空系　ラムゼイ料金　料金規制
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１．研究開始当初の背景 
(1) 日本の空港は、公的部門が整備運営を行
う国管理空港・地方管理空港・共用空港と、
民間企業が運営する会社管理空港に分類さ
れる。国管理空港は特別会計により、全国プ
ール制のもと一元的に整備、運営が行われて
きた。その為、利用者数が低迷する地方空港
は、内部補助によって赤字が補填されるため、
非効率な経営、非弾力的な着陸料が温存され
てきた。国管理空港の収支は、一般会計財源
配分型の場合、平成 22 年度で 26 空港中 8 空
港のみが黒字であった。より小規模な地方管
理空港の経営状況は更に悪い。一方、諸外国
では、1987 年に、英国 BAA が株式上場によ
り完全民営化されたのを皮切りに、コンセッ
ションを含む民営化が欧州や発展途上国の
空港を中心に 1990 年代から盛んに行われる
ようになった。 
 
(2) 上記の背景の中、国土交通省成長戦略会
議で、可能な限り民間の知恵と資金を活用し
た空港経営の抜本的効率化の方針が示され
た。また、2010 年 6 月の PFI 法の改正によ
り、空港を含む公共施設等の運営権（コンセ
ッション）制度の導入が可能になり、サービ
スの内容・施設の利用料金を民間事業者が決
められるようになった。これらを受けて、
2011 年に空港運営のあり方に関する検討会
は、民間の知恵と資金の導入とプロの経営者
による空港経営の実現を提言した。2013 年、
民間の能力を活用した国管理空港等の運営
等に関する法律が成立し、新関西国際空港の
長期の事業運営権が売却された。 
 
(3)こうした背景の中で、従前は考慮する必要
のなかった空港に対する経済的規制、特に着
陸料（料金）規制を行うべきか、行うならば
どの様に実施するべきかが政策上、重要な問
題の１つとなった。これは完全な民営化だけ
でなく、コンセッション方式による民間委託
契約でも同様である。特に羽田空港のような
地域独占力の強い大規模空港を規制無く民
営化する場合、企業は利潤目的から着陸料や
その他料金を大幅に値上げする恐れがある。
事実、明示的な料金規制を撤廃したオースト
ラリアでは、空港使用料が高騰した事例もあ
る。また、プライスキャップ規制が導入され
ているロンドンのヒースロー空港の空港利
用料金は決して安くない。規制の成果も様々
と言える。 
 
２．研究の目的 
(1)本研究は、日本の国及び地方管理空港につ
いて、長期コンセッションを含む民営化が行
われた場合、特に料金水準・料金体系の規制
や複数一括売却（空港間合併）を容認するべ
きかどうかについて分析を行う。従来、公的
部門が役割を担ってきた空港運営を民間企
業に委ねる場合、大規模空港は自然独占性が
強く、高額な料金が航空事業者や空港利用者

に課せられる可能性がある。それが独占的な
料金の場合、何らかの公的介入が必要になる。
しかし、民営化された空港が本当に市場支配
力を持つかどうかは、議論の分かれる所であ
る。また、単一空港では市場支配力が無くて
も、空港間の合併や提携により、複数の空港
を所有する企業が市場支配力を持つ可能性
もある。 
 
(2)欧州では、日本に先駆けて空港の民営化が
進んでおり、空港規制に関する理論的、実証
的研究も多数存在する。Bel and Fageda 
(2010)は、ヨーロッパにおける大規模空港
100 港のデータを利用し、空港の料金設定の
要因を実証分析した。利用者が多い空港、国
内線の比率が高い空港、離島、LCC や市場シ
ェアが高い航空会社が就航していない空港
などで料金が高い。更に規制されていない民
営空港は、公営空港や規制下にある民営空港
よりも料金が高いが、規制方式の違いは統計
的に有意な差を得ていない。Bel and Fageda 
(2010)に類した研究は少なくないが、①モデ
ルや地域、年代によって、規制方式の結果に
差が出る、②集計データを用いた分析では、
料金の高さが費用に起因するものなのか、市
場支配力によるものなのか、規制デザインに
よるものなのか、区別することができない。 
 
(3)本研究の目的は日本の空港にどの程度、市
場支配力が生じうるのかを実証分析により
検証し、もって経済的規制の導入の是非を論
じることである。最初に欧米諸国の規制方式
を整理しつつ、空港間競争と空港のパフォー
マンス、数量規制や料金規制と言った経済的
規制の効果などについてサーベイを行う。次
いで、航空会社間の競争について理論および
実証的な研究成果を幅広にサーベイする。既
存研究を踏まえ、日本の空港の市場支配力に
ついて実証分析を行う。日本の空港は一律の
料金規制がかけられており、被説明変数を空
港利用者数、説明変数を着陸料などとする簡
便な集計需要関数の推定では、十分な成果を
得られない。本研究は空港サービスを中間投
入とする航空会社間の競争及び料金設定に
着目し、間接的に空港の市場支配力を測定す
る。航空会社は競争環境の違いにより、航空
料金、便数、使用機材、路線の新設・撤退を
戦略的に決めており、こうした航空会社の選
択を踏まえたうえで、空港の市場支配力を分
析することはより大きな知見を得られると
考えられる。 
 
(4)以上の実証分析を踏まえ、日本の空港に規
制が必要なのか議論する。需要情報に加え、
近年、国管理空港については費用情報なども
一部開示されていることから、費用面での情
報も活用できる。日本は新幹線という強力な
代替財が存在しているため、諸外国よりも他
モードとの競争が激しい。単体での空港の独
占力は小さい可能性があるが、例えば北海道



や九州といった地域全ての空港を同一事業
者が経営する場合、その独占力は高まる可能
性がある。こうした議論は、民営化後、空港
間合併をどの程度容認するべきか重要な示
唆を与える。加えて、現在の料金水準は適切
かどうかについても議論を与える。 
最後に、空港間合併に関する是非を議論す

る。既に伊丹空港、関西国際空港は経営統合
されている。伊丹空港及び関西国際空港は同
一都市圏内に存在しており、空港間競争が行
われる可能性があったが、経営統合によりそ
の可能性は無くなった。現在、北海道におけ
る空港パッケージの民営化が検討されてお
り、空港間統合は今後の航空政策を考える上
で重要なテーマであり、この点についても分
析を行う。 
 
３．研究の方法 
研究目的で述べたように、本研究は民営化

された空港に関する規制のあり方を議論し、
特に空港に市場支配力が生じうる可能性が
あるかについて実証的な分析を行った。第一
に、空港間競争、空港への経済的規制、航空
会社間の競争に関する理論・実証研究のサー
ベイを行い、第二に、航空旅客需要関数と空
港費用関数を測定し、第三に、望ましい料金
体系と料金規制に関する政策シミュレーシ
ョンを行った 
 
(1)空港間競争、空港への経済的規制、航空
会社間の競争に関する理論・実証研究のサー
ベイ 
 空港間競争、航空会社間の競争は理論研
究・実証研究ともに多く、これらの研究成果
を簡潔に整理する。特に、航空市場はコード
シェアやアライアンスといった企業間連携、
マイレージ（FFP）などの顧客囲い込み・ネ
ットワークの外部性、ハブアンドスポークや
密度の経済性といった費用の劣加法性、参入
阻止行動といった戦略的行動などの特徴が
あるため、幅広くサーベイを行うことが必要
である。規制に関しても、料金規制、需給調
整規制を中心に、空港本体だけでなく、空港
ビルを料金規制に含めるべきかどうかとい
った議論も理解を深める必要がある。また、
寡占市場の競争や経済的規制は航空や交通
分野以外でも幅広く研究が行われているこ
とから、こうした関連領域の研究も丹念にサ
ーベイを行った。 
 
(2)航空旅客需要関数と空港費用関数の測定 
空港別の利用者数と着陸料などから、航空

旅客需要関数を推定する。路線別会社別の乗
客数は航空輸送統計年報から入手可能であ
るが、実際に乗客が支払った運賃についての
情報は存在しない。本研究は時刻表の割引運
賃と使用機材、航空旅客動態調査などの情報
から、妥当な路線別・会社別航空運賃を求め
た。 
 次に空港費用関数を測定する。国管理空港

は 10 年ほど前から一定の財務情報を開示し
ており、費用関数を測定することができる。
後述するシミュレーションにおいて、空港の
利用者数が変化することから、費用関数で得
られたパラメーターを利用して費用の変化
を測定する。 
 
(3)シミュレーション分析 
 (2)で得られた情報を用いて、単独空港の
市場支配力、複数空港における市場支配力を
測定し、それが社会にとって、どの程度望ま
しくないか議論する。直接的に空港の市場支
配力は測定できないため、空港が利潤最大化
を行うと仮定し、航空系のみの利潤最大化、
非航空系も合わせた利潤最大化を行った際
の、航空系・非航空系料金、企業の利潤、消
費者余剰を算出する。より現実的なシナリオ
として、空港と航空会社が交渉により航空系
料金を決めるケースも試算する。更に、こう
した独占的な料金設定や現在の料金水準が
どの程度妥当なものであるのかを検証する
ため、空港に利潤を与えない条件下で、消費
者余剰を最大する料金体系（ラムゼイ料金）
を求める。これらから望ましい料金水準、体
系に関する示唆を得る。最後に空港間合併の
シミュレーションを行う。 
 
 
４．研究成果 
(1)分析結果の概要を以下に示す。今回用い
たデータによれば、航空利用者が負担する費
用（航空系料金、非航空系料金（利用者一人
あたり収入）、空港アクセス費用）のうち、
国管理空港はアクセス費用が最も高く、次い
で非航空系料金、航空系料金の順であった。
一方、会社管理空港は、航空系料金が最も高
く、次いで非航空系料金、アクセス費用とい
う意外な結果であった。 
2010 年の国内航空旅客需要関数の推定結

果から、航空運賃、便数、空港アクセス費用、
非航空系料金の順で需要の弾力性が大きい
ことが分かった。需要情報から逆算して求め
られた各路線の限界費用から、航空会社のマ
ークアップは約 60%であることが分かった。
次に費用関数の推定から、国管理空港は生産
性の向上が見られず、費用最小化も行ってい
ない可能性が高いことが判明した。また大規
模空港は短期の規模の不経済の状態にある
ことが分かった。また、同じ国管理空港の中
でも効率的に経営を行っている空港がある
一方、小規模空港を中心に非効率な運営が行
われている空港が存在することが明らかに
なった。会社管理空港の分析から、中部空港
が成田空港と関西空港よりも効率的である
こと、航空系部門と非航空系部門間に範囲の
経済性がある可能性が示唆された。 
 
(2)以上の情報を利用して、いくつかのシナ
リオ（独占、交渉、ラムゼイ料金）、いくつ
かのケース（非航空系との統合の有無）につ



いてシミュレーションを行った。 
第一に、国管理空港が赤字であるのは、非

効率な経営だけでなく政策的に誘導された
低い航空系料金も原因の一つであった。比較
的小規模な空港でも、航空系料金を引き上げ
ることによって、航空系部門は黒字化が可能
であることが示された。 
第二に、もし民営化空港が利潤を最大化し

た場合、航空系料金は現在の約９倍に値上げ
される可能性があることが明らかになった。
羽田と成田といった空港間競争は航空系料
金を低めるが、航空系部門と空港ビルに代表
される非航空系が統合されても、航空系料金
の低下は限定的であることが明らかになっ
た。 
第三に、独占シナリオよりも現実的な交渉

シナリオにおいて、空港が航空会社と価格交
渉を行う場合でも、航空系料金は現在よりも
相当程度高くなり、何らかの料金規制は必要
であることが示唆された。 
第四に、非混雑空港の場合、シングルティ

ルと呼ばれる航空系・非航空系を一括にした
規制の方が資源配分上、望ましいことが明ら
かになった。但し、混雑空港や非航空系が赤
字の空港の場合はこれに該当しない。 
第五に、空港間合併についてシミュレーシ

ョンを行った。空港間に代替・補完関係がな
ければ、そして合併による規模の経済がなけ
れば、合併が航空系料金に与える影響はない
と言える。空港間が補完関係にある場合（例
えば羽田と新千歳）、水平合併は独占利潤を
最大化した場合の航空系料金を引き下げる
可能性がある。一方、空港間が競合関係にあ
る場合（例えば伊丹と関空）、水平合併は空
港会社の独占利潤を増やし、その結果、総余
剰は低下することが分かった。 
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